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資金繰り…

物価高が続いて商売たいへん

増税を招き、生活を圧迫する

戦争と大軍拡は今すぐやめよ

　物価高が続いています。
　営業や生活を支援する一番の対策は、モノやサービスの
値段を引き上げている消費税を減税し、インボイスを廃止す
ることです。世界では110の国・地域が日本の消費税に当た
る付加価値税を減税しています。
　民商は「消費税減税・インボイス廃止を求める国会請願」
署名に取り組んでいます。ご協力ください。

　「インボイス制度を考えるフリーランスの会」のWEBアン
ケート（2024年3月22日～4月5日）には7000人超が回答。「イ
ンボイス廃止」を求める声は9割を超えています。
　小規模事業者やフリーランスをつぶすインボイスは廃止すべ
きです。民商は「税制で商売をつぶすな！」と声を上げています。

　付加価値税の減税が広がる一方で、侵略戦争を続けるロ
シアに応戦するウクライナ、ガザ地区への無法な攻撃を続け
るイスラエルの三国はいずれも戦費調達のために付加価値
税を増税しています。
　ロシアに隣接するフィンランド、リトアニア、エストニアも防
衛費増額のために付加価値税の税率引き上げを余儀なくさ
れています。
　大軍拡に突き進む日本政府は、インボイス制度による消費
税の増税を実施しました。
　増税を招き、国民生活を圧迫する戦争や大軍拡は今すぐ
やめるべきです。
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■インボイス制度についての受け止め（n=7018）
インボイス制度についてどう感じていますか
最も近いものを選んでください

デメリットが多いので、
制度の見直しや
中止を望む
91.9%

制度が開始されたので
受け入れている　3.5%

事業でのメリットは感じないが、
必要な制度だと思う　0.6%

事業のプラスに
なっている 0.2%

その他 3.7%
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％
が
要
求

署名に
ご協力
ください！

2024年9月12日現在 出典：国会図書館資料、ジェトロ資料及び報道資料など

世界110の国・地域に広がる消費税減税の動き

付加価値税（消費税）を軽減して営業と生活を守る各国の動き

付加価値税増税の実施、検討を行うロシア周辺国
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電気代の税率を23％から6％に引き下げ

住宅購入の税率を時限的に撤廃

太陽光発電設備の税率を時限的に撤廃

ガソリンやディーゼル燃料を20％から
8％へ減税

税率の2％削減を継続

天然ガス、暖房に対する税率を25％から
5％にする措置を継続

M7.3の大地震後に事業者が営業していない
日数分の付加価値税を控除

食料品のゼロ％を継続

パンと小麦のゼロ税率を継続

付加価値税（消費税）減税の内容国

消費税減税
インボイスは廃止に！

今すぐ！

▲署名用紙は
 こちらから

フィンランド
24%から25.5%（検討）

エストニア
20%から22%

リトアニア
21%から22%（検討）

ウクライナ
20%から22%、23%（検討）

ロシア


